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北海道大学館生工学シンポジウム
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確率計画モデルの大気汚染制御問題への適用

東京大学 渡違法英、ジョンズホプキンス大学エリス・ヒュー、東京大学 p 属高正彦

1.はじめに

北米大陸における酸性雨掲題の重要性が認識されて久しいが、最近日本でもこの問題が深

刻化している。これまで、線形計画法、並びに同計画法の係数が確率変数である場合を扱う確

率計画法(StochasticProgramming)が酸性雨制御の意思決定問題のために応用されてきた。
本論文では、北米大陸における総502規制量を制約条件に環境指標の向上を目的関数に持つ
種々の確率計画モヂルを提築、これらモヂルの特性比較を行う。

2.モデルの定式化

2.1.基本確率計酪モデル
酸性雨制御の意思決定問題に適用される基本的な確率計額モデルは以下の通りである。

最小化 f= 'L-j=l EjRj (1) 

制約条件 Pr['L-j=lEj(1-Rj )tij十BiざDi]~α '/，口 1 ，...，m (2) 

O~ Rj ~ 1 j = 1，...， n (3) 

ここで、 mは受容点数、 nは汚染調数、 Ej、Rjはそれぞれ第j番自の汚染漉からの502排
出量(Ktfyr)とそこでの除去率、 Bi、Diはそれぞれ第t番目の受容点における硫酸イオン年
関蓄積背景値及び最大許容碗醗イオン年間蓄積量である。 tijは第j番目の汚染源と第t番目の

受容点潤の正規化移動係数、すなわち各汚染瀬からの各受容点における硫散イオン蓄積最の

寄与を表すが、確率的に変動する気象条件の関数となるため、これらの係数も確率変数とな

る。 αiは意思決定者によってあらかじめ設定される設定確率僅である。このモデルでは、各

受容点における硫酸イオン蓄積量が最大許容蓄積量以下である確率が設定確率倍以上である

ことを満たしながら、総502規制量を最小とするような各汚染源での除去率Rjの組み合わせ
が求められる。上のモデルでは、制約条件が確率的に表されているので、確率計画法の中で

も特に確率制約条件計画法(ChanceConstrained Programming)と呼ばれている。本研究で
はカナダーアメリカ合衆国研究諮問グループにより選択された9筒所を受容点に、アメリカ

合衆国・カナダ32の主要な升l・省ごとにまとめられた火力発電所を汚染源とした。また、硫
酸イオン背景傭(Bi)・最大許容硫酸イオン量(以)は、全ての受容点においてそれぞれ一律に
6(匂fhαfyr)、20(匂fhαfyr)と設定した。尚、移動係数tijはオンタザオ環境省によって開発
された統計モデルにより算出した。

式(1)、(2)、(3)は次のように書き換えられる。

最大化 9= 'L-j=l Ejxj (4) 

制約条件 Pr['L-j=l向jXj~ bd ~αVi (5) 
o ~ Xj ~ 1 Vj (6) 

ここで、

αij = Ejtij (7)、bi= Di -Bi (8)、Xj= 1-Rj (9) 
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'Lj=lαijXjが正規分布に従うと仮定すれば、式(5)はさらに次の様に変換される。

ィ-'Lj=l mi斗
(xTVix)1/2 

、、，，，，
噌

E・市

噌

aふ，，a目、、
乞mijXj十φ-l(向)(xTVix)1/2~ bi Vi 

或いは

ここで、 mij= E[aij] (αijの平均値入院:向1γ・1α仰の分散・共分散マトリックス、 x=
[XI，... ，Xn] E Rn及び

φ(z)口/÷ほp(_~t2) 
j山∞ V乙作 2 

このように確率変数の分布を仮定することにより、式(5)は式(11)或いは式(10)のように
等価確定式(deterministicequfva1ent)と呼ばれる確率項を含まない不等式に変換される。

2.2.本研究で提案されたモデル

米国では 1989年にブッシュ致権が2000年迄に 1000万tの502排出削減を提案した様に、
総量規制が酸性雨対策の重要項目のーっとなっている。本節では502排出総削減量を設定し
た際、各受容点における硫酸イオン年間蓄積量が許容蓄積量以下である確率を様々な形で最

大化するモデルを提案する。(以下表ではMと略記。)提案されるモデルは次の5つである。

(12) 

M1:各受容点における硫酸イオン蓄積量の独立性を仮定した結合確率モデル

M2:各受容点における硫酸イオン蓄積量の従属性を考慮した結合確率モデル

M3:最小の制約条件確率を最大化するモデル

班4:制約条件確率の和を最大化するぞヂル

M5: :各受容点における平均趨過硫酸イオン蓄積量の和を最小化する~モデル

(14) 

これらのモデルの共通制約条件は以下の様に表される。

O~ Xj ~ 1 Vj (13)， LEj(l一町)三S

最大化:.!I:::;Pr[n{乞 αijXj~ bd] = II Pr[Lα約三 bi] (15) 

最大化:12= Pr[I'IflンijXj~ bdJ 

最大化:んド工岩官?ρ円針町r[zPPP向旬ij伊j戸μ忽

最大化:ん =LPr[LaijXj三bi]

最小化 15ロ乞E[q;]

追加制約条件:乞αijXj十qf-qfzbhqf，CさoVi 

ここでSは設定502排出総削減量を表す。各々のモデルのB的関数は

M1 : 

(16) 

(17) 

(18) 

M2: 

M3: 

M4: 

(19) 

(20) 
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モデル1・2は全ての制約条件が同時に満たされる確率、すなわち全ての受容点における硫
酸イオン蓄積量が許容値を問時に下回る確率の最大化を目的とするが、モデル1の目的関数

が各制約条件が満たされる確率の積で表されるのに対し、モデル2のそれは制約条件数に等

しい次元数の多次元積分で表される。各々の受容点簡における硫酸イオン蓄積最の相闘がな

い特のみ、両モヂルは等しくなる。モデル5では、 qtは年間硫酸イオン蓄積量が許容値を下
回る量を、 qiは同蓄積量が許容値を超過する量を表し、後者の平均超過量が最小化される。

従って、硫酸イオン蓄積量が許容値を下回る確率の制御を直接の自的とする他のモデルとは

若干性格が異なっている。

3.結果
表1は総802排出削減量(8)が700万トンである場合の、モヂル1"，5における各汚染掠の

最適排出除去率を示す。かなりの汚染掠では全てのモデルにおいて除去率Oが割当られてい

るが(例:汚染源22-32)、モヂルによって割当i除去率が大きく異なる汚染源も幾っか蒜在する。
表2は上記総802排出削減量(8)の持、各々のモヂルの最適解が他のモデルにおいてどれ

ほど効果的かを訴す。すなわち表の(i，k)成分は、第t番目のモヂルでの最適解を第ん番目の
モデルの目的関数に代入した値を示す。この表の結果は、モヂル1及び5の最適解が他のモ

デルでも比較的効果的であることを示している。モヂjレ2は各受容点摺の硫酸イオン蓄積量
の相関を考農し全ての制約条件を満たす確率を最大化したが、本シミュレーション条件下で

は、モデル2の解はモデル5においてさほど効果的ではないことが判明した。

表 1:モデル1"，5における各汚染漉の排出!除去率(%)-8 = 700万tの場合
汚染源¥モデル 1 2 3 4 5 
4 0.0 16.0 0.0 0.0 0.0 
5 96.6 48.0 65.5 99.0 59.2 
7 99.0 91.0 90.6 99.0 98.3 
12 94.7 94.1 99.0 87.1 97.8 
14 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0 
16 17.9 71.4 31.2 16.8 20.6 
17 35.1 32.5 29.6 46.0 51.4 
18 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0 
20 O~O 0.0 16.1 0.0 0.0 
21 45.1 11.3 33.1 54.5 45.3 

〈その他の汚染掠の排出除去率はすべてのモデルにおいて 00)

表2:各モデルによって得られた解の相互比較

解¥話的関数 11 h ん ん h 
Xl 0.533 0.607 0.826 8.41 0.327 

X2 0.429 0.673 0.811 8.21 0.491 

Xa 0.466 0.633 0.884 8.28 0.412 

X4 0.531 0.582 0.792 8.41 0.333 

X5 0.523 0.620 0.837 8.39 0.310 

4.終わりに

確率計画法では、確率制約条件計商法の様に各制約条件を満たす擁率を制御する考え方と、

本論文のモデル5の様に、制約条件が満たされない時の超過量(或は不足量)を制御する考え

方の二通りあり、どちらがより適しているかを判断することが困難な時も多い。本論文では

802排出総削減量を設定した際、各受容点における硫酸イオン年間蓄積量が許容蓄積量以下
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である確率を様々な形で最大化するモデルを提案、これらのそヂルより得られる解の相互比

較を行った。
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